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研究成果の概要（和文）：社会的包摂を視点とした国際比較研究（主にフィンランド）の結果から、以下の点を
確認できた。ラヒホイタヤ教育は移民を含めて、フィンランドで定職を確保するうえで大きな役割を担っている
こと。補助介護職種教育は、言語能力の不足する移民労働者に対して職業機会の拡大をもたらしていること。他
方我が国の限定的な外国人労働者の受入は３つに分かれており、問題が多く介護人材の確保に結びついていな
い。
  今後外国人介護人材を確保するには、高等教育機関での教育効果及び定着可能性の高い、若年層への対応、就
労困難者を含めた補助職種の創設等の検討が必要である。

研究成果の概要（英文）：From the results of international comparative studies (mainly Finland) from 
the viewpoint of social inclusion, the following points were confirmed.L&auml;hihoitaja Education, 
including immigrants, plays a major role in securing work in Finland．Assistant care work education 
has resulted in expansion of occupational opportunities for immigrant workers with lack of language 
skills．
In order to secure foreign care human resources in Japan, it is necessary to consider educational 
effects, correspondence to young people with high probability of permanrnt resident, creation of 
supplementary occupation including those with difficulty in work.

研究分野：社会福祉
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１．研究開始当初の背景 
先進諸国において少子高齢化社会が進行
するなか、高齢者介護を中心とした介護労働
力の不足が共通に深刻化している。将来にわ
たり介護労働力が不足することが明らかで
ある現状に対して、各国共に行われている政
策には、自国内での介護人材養成に加えて、
発展途上国を中心とした近隣諸国からの介
護労働力の受け入れがある（介護のグローバ
ル化）。我が国では 2000年代に入り、経済連
携協定（EPA）の締結により、フイリピン、
インドネシア、ベトナムからの介護労働者の
受入が開始されてきた。介護労働者を受け入
れる我が国と送り出す国との間には一見
win-winな関係性があると思われるが、現実
にはEPAによる来日希望者は減少しており、
有資格者となった者のなかからも一定数が
帰国するなど、制度の定着化にはほど遠い状
況にある。昨今は外国人技能実習制度の対象
に介護を追加する事も検討されているが、こ
の制度に対しては国連の人権に関する報告
書(2011)において強制労働との批判も受けて
おり、現実には多くの課題も抱えている。（注．
2017年 11月 1日「技能実習法」施行により
介護職種が追加された。） 
 外国からの介護労働者の受け入れは、国に
より異なった政策方針をとっているが、我が
国の場合は単純労働・期限付き雇用に限定し
た政策を採用しているため、外国人介護労働
者の確保や定着にはいまだ多くの課題が残
されている。 
 しかしながら、世界規模での経済のグロー
バル化、労働力のグローバル化は進んでおり、
介護のグローバル化のみを阻止することは
できない。21世紀は国際的な視点に立った介
護の社会化は必須であり、移民政策という大
きな視点を踏まえた国際的な介護労働力移
動の仕組みを構築することが求められてい
る。その際には、文化・習慣の異なる外国人
労働者及びその家族が定着できる教育、生活
環境を整えていく必要がある。そのためには
受入側の共通理念が必要であり、理念の鍵と
なるのが社会的包摂の概念であると考えた。 
 加えて、我が国には東アジア出身者を中心
とする、海外から来日し定住された方々が多
く存在する。グローバル化が進む我が国にお
いても他国（母国）で身につけた言語や習慣
に対応した介護実践がいままで以上に求め
られてくる。介護の質を保証する意味におい
ても、外国の言葉や文化･習慣等をみにつけ
た外国人介護労働者は必要とされている。そ
の為には、介護労働力を量的に求めるだけで
はなく、介護労働者の育成と、国際化を考慮
した介護の質の追求が求められている。 
 あわせて外国からの受入体制の構築だけ
ではなく、国内で働く労働者の定着や新たな
人材の確保にむけた労働条件の向上やキャ
リア形成システムの再編も必要不可欠と考
えている。 
 

２．研究の目的 
本研究の目的は、日本・フィンランド・フ
ランスの介護人材の育成と労働政策、移民政
策を社会的包摂の視点から比較・整理するこ
とを通して、流動化・国際化する介護人材の
導入政策及びキャリア形成を視野に入れた
我が国の介護人材育成に対する政策課題を
明らかにすることである 
 
３．研究の方法 
 日本とフィンランドの移民労働政策、介護
人材政策を主に比較研究することをとおし
て、以下にあげる 3点の課題を抽出と整理を
おこなった。 
①社会的包摂の概念及びそこから導き出さ
れる移民労働政策の相違について整理をお
こない、課題を抽出する。 
②介護労働力のグローバル化を促進するた
めの課題を抽出する。 
③我が国の介護人材確保にむけた労働条件
の向上やキャリア形成システムの再編にあ
たっての課題を抽出する。 
 
４．研究成果 
研究の途中、内戦等による世界情勢の大き
な変化によりヨーロッパ諸国へ大量の難民
が流入した。多くの難民が流入することが一
つのきっかけとなり、ヨーロッパ諸国におい
て民族主義政党の台頭をまねき、研究対象国
の移民政策にも影響が見られ、本研究にも支
障をきたすこととなった。その結果、研究対
象国一部を変更するなどの対応が迫られた。 
 
社会的包摂を視点とした国際比較研究（主
にフィンランド）の結果から、以下の点を確
認できた。 
ラヒホイタヤ教育は移民を含めて、フィン
ランドで安定した職業を確保するうえで大
きな役割を担っていることが再確認出来、近
年新たにラヒホイタヤの補助介護職種教育
を導入することにより、言語能力が不足する
移民労働者に対して職業機会の拡大をもた
らしている。我が国とフィンランドに共通す
る汎用性のない言語を使用する国において、
第一言語の能力を習得することは定住と就
労の絶対条件であるといえる。しかし、言語
能力の取得については個人差・年齢差も大き
く、経済的な自立に結びつかないケースが見
受けられる。介護補助者は、ラヒホイタヤや
看護師が仕事に専念できるように介護の補
助をおこなうことを目的としている。一人で
仕事に従事することは出来ないが、ラヒホイ
タヤの資格を得ることも将来的に可能とな
っている。 
教育（職業訓練）と就労経験（一定の収入
保障）を基盤として将来のキャリア形成を含
んだ補助介護職種教育は、我が国における外
国人技能実習制度と比較して有益な方法と
考えられる。加えて今後外国人介護人材を確
保するには、教育効果及び定着可能性の高い、



若年層への対応が必要と考えられる。 
さらに障がい等を理由とする就労困難者
に対する就労機会にも結びついていく可能
性があると考えられる。 
次にフィンランドでは、1993 年に親族介護
支援制度が示され、2005 年に親族介護支援法
が制定（2006 年に施行）されている。親族介
護支援制度は、在宅における要介護者を介護
する家族や親族等の者と自治体が親族介護
契約を交わす枠組みを示したものであり、親
族介護者に介護報酬を支払うユニークな制
度といえる。この制度は介護サービスと並立
して存在し、制度利用者及び家族にその選択
権を委ねている。 
制度の特徴は複数あるが、そのなかでも最
大の特徴は、親族介護者が家庭内で行うケア
は、「労働」「仕事」として明確に位置づけら
れていることである。親族介護支援制度は自
治体との業務委託・請負契約関係を規定する
ものであり、そこでの親族介護は公的サービ
スの一環として要介護者に対して行われて
いる。親族介護はこの点において、日本の家
族介護とは異なり、アンペイドワークやボラ
ンティア・無償奉仕ではない。 
「労働」「仕事」として明確に位置づける
ことは、親族介護者による要介護者の十分な
ケア保障の遂行が前提となる。契約関係の中
で、親族介護者には契約内容通りのケアをす
る義務が生じ、他方、自治体には介護報酬の
支払いや、親族介護者の状態に配慮をする義
務が生じる。 
我が国においては、親族介護によるケアを
「労働」「仕事」としてみる見解は、介護保
険成立時の議論に遡ってみても容認される
状況にないが、ドイツ・韓国の介護保険制度
ではこうした手法は一部取り入れられてお
り、国及び地方自治体による介護保障の義務
の明確化を前提としたうえでの議論となる
が、検討の余地は十分あるものと考える。 
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